行政委員会委員報酬の日額化について

平成２２年１月２１日　給与室

知事等の給与に関する有識者会議の意見を踏まえ、以下のとおり行政委員会委員報酬の日額化を進めることとする。

１　日額制に移行する委員会について

（１）日額制に移行する委員会案

・日額制が適当と考えられる委員会について、委員報酬を日額制に移行。

	日額制が適当と
考えられる委員会
	選挙管理委員会　収用委員会　海区漁業調整委員会　　

内水面漁場管理委員会


・その他の行政委員会委員報酬のあり方については、引き続き検討。
（２）日額制が適当と考えられる委員会の考え方

次に掲げる指標を総合的に勘案

①委員一人あたりの勤務日数
定例会などの委員会の公務としての活動が、全くない月がある委員会

②所掌事務の範囲
個別事案の対応が主な委員会

③事務局の設置形態
独立した事務局がなく、併任職員によって業務が行われている委員会

（３）有識者会議の意見
選挙管理委員会、収用委員会、海区漁業調整委員会、内水面漁場管理委員会の日額化及び報酬単価等について、各委員から概ね賛同するとの意見が得られた。

２　日額制が適当と考えられる委員会の報酬額について

（１）報酬額案
	
	選挙管理委員会・収用委員会
	海区漁業調整委員会・内水面漁場管理委員会

	会長
	26,000円
	17,000円

	委員
	22,000円
	15,000円


※男女共同参画推進員　15,000円（現行18,000円）

（２）報酬額の設定の考え方

・行政委員会委員である『常勤の監査委員』の給料月額を基本に設定。
・海区漁業調整委員会及び内水面漁場管理委員会については、日額制としている都道府県の報酬額を考慮して設定。

・男女共同参画推進員の報酬額については、日額制が適当と考えられる委員会の報酬額との均衡を考慮して引き下げ。

３　特別職が職務を執行できない場合の取扱いについて

給与を月額で支給する特別職については、一月を通じて職務が執行できない状態であったときには報酬を支給しないことができることとし、条例に規定を設ける。










